
　社会保障・税・災害対策分野において、行政手続を効率化し、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現する
ことを目的として、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）が導入されました。これにより、申告書にはマイナンバー
（個人番号）を記載する必要があります。

広島市が宛先を印刷して
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　①に該当する場合のうち、同一生計配偶者若しくは扶養親族のいずれかが特別障害者である場合、又は２３歳未満
の扶養親族がいる場合で、その方が１面の「㉑～㉒配偶者控除・配偶者特別控除・同一生計配偶者」欄、「㉓扶養控
除」欄又は「16歳未満の扶養親族（控除対象外）」欄に記入されていないときは、申告書２面の「１５　所得金額調
整控除に関する事項」欄にその方の氏名等を記入してください。

　山林所得、退職所得（分離課税分を除きます。）又は分
離課税の所得がある場合は、それらの所得金額（繰越控
除の適用前の金額、長（短）期譲渡所得については特別
控除前の金額）も加算します。
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ゴルフ会員権や船舶、機械、特許権、漁業権、
書画、 骨とう、 貴金属などの資産の譲渡から
生ずる所得のことをいい、 譲渡した資産を取
得してから譲渡するまでの保有期間により、
短期と長期に分けられます。

　 必要経費について…総合課税の譲渡所得に係る必要
経費は、譲渡資産の取得費（既に事業所得などの必要経
費に算入した金額を除きます。)から償却費相当額
を差し引いた金額及びその資産の譲渡に際して直接要
した費用などの合計額です。
　 一時所得に係る必要経費は、収入を得るために要し
た費用で、例えば、次のような金額です。
ア　一時金として受け取る生命保険金の場合は、実際

に支払った保険料又は掛金の合計額
イ　建物を明け渡すために受け取る立退料の場合は、

移転のために実際に支払った費用の額

　 あなたやあなたと生計を一にする （５ページ参照） 配偶者
その他の親族が負担することになっている次の社会保険料
で、 あなたが支払ったり、 あなたの給与又は公的年金等か
ら差し引かれたりした保険料がある場合の控除です。

4



5



6



　 特別障害者である同一生計配偶者や扶養親族で、
あなたや配偶者又はあなたと生計を一にする (５ページ
参照） 親族のどなたかとの同居を常としている方 （老人
ホームなどに入所している場合は、 同居を常としてい
るとはいえません。）
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48万円超

100万円超

105万円超

110万円超

115万円超

120万円超

125万円超

130万円超

133万円超

48万円以下

100万円以下

105万円以下

110万円以下

115万円以下

120万円以下

125万円以下

130万円以下

133万円以下

　あなたの令和６年中の合計所得金額（１ページ参照）が
１，０００万円超で、あなたに同一生計配偶者がある場合
は、「同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）」欄の
□に　 をしてください。
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＜ご注意を！＞

　令和２年度までは、 あなたの前年の合計所得金額にかか
わらず、 基礎控除の適用を受けられましたが、 令和３年度
以降は、 あなたの前年の合計所得金額に応じて控除額が変
わります。 また、 あなたの前年の合計所得金額が２， ５００
万円を超える場合は、 基礎控除の適用は受けられません。
　なお、 この基礎控除の適用を受けられない方は、 市民税・
県民税の調整控除 （１２ページ参照） の適用も受けられま
せん。
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　給与・公的年金等に係る所得以外（令和７年４月１日において６５歳未満の方は給与所得以外）の所得（不動産所得、
営業等所得など）に対する市民税・県民税については、納税方法を選択することができます。
　給与から差し引くことを希望する場合は、「給与から差引き（特別徴収）」の□に✓を、また、給与から差し引かな
いで、別にお送りする納付書、キャッシュレス納付又は口座振替によって納めることを希望する場合は、「自分で納付
（普通徴収）」の□に✓をしてください。

　セルフメディケーション税制による医療費控除の特例を
適用する場合は、申告書１面の「４　所得から差し引かれ
る金額」欄の㉗の区分欄に「１」と記入してください。

　所得控除を受ける際に添付又は提示することとなる証明書は、 給与所得者が、 すでに年末調整の際に給与所得から
控除を受けるために提出している場合は、 添付又は提示の必要はありません。
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　 別居の扶養親族等が国外居住者であって、 配偶者であるとき、 年齢３０歳未満若しくは年齢７０歳以上の扶養親族で
あるとき、 又は年齢３０歳以上７０歳未満の扶養親族で次のいずれかに該当するときは、 国外居住欄の該当する□に✓を
してください。

１ 留学により国内に住所及び居所を有しなくなった方
２ 障害者
３ あなたから令和６年中において生活費又は教育費に充てるための支払を３８万円以上受けている方

⑴　事業税(都道府県税)には、課税される事業と課税されない事業があり、また、事業の種類により税率等が異なります。
　次のア及びイに該当する方は、「非課税所得など」欄に、該当する番号とその所得金額を記入してください。
　 ア　 複数の事業を兼業している方で、そのうち次に掲げる事業より生ずる所得がある場合
　　１　畜産業から生ずる所得（農業に付随して行うものを除きます。）
　　２　水産業から生ずる所得（小規模な水産動植物の採捕の事業を除きます。）
　　３　薪炭製造業から生ずる所得
　　４　あん摩、マッサージ又は指圧、はり、きゅう、柔道整復その他の医業に類する事業から生ずる所得（両眼の視力を

喪失した方又は両眼の視力（矯正視力）が０．０６以下の方が行う場合は事業税が課されませんので、次に掲げる
非課税所得の「１０」を記入してください。）

　　５　装蹄師業から生ずる所得
　イ　次に掲げる非課税所得がある場合
　　６　林業から生ずる所得
　　７　鉱物掘採事業から生ずる所得
　　８　社会保険診療報酬等に係る所得
　　９　外国での事業に係る所得（外国に有する事務所等で生じた所得）
　　10　地方税法第７２条の２に定める個人の行う事業に該当しないものから生ずる所得
⑵　他都道府県の事務所等の有無

　 事業税では、事務所等が所在する都道府県により課税され、複数の都道府県に事務所等がある場合には、所得金額を
その事務所等の従業者数であん分した額で課税されます。他の都道府県に事務所又は事業所がある場合には、「他都道
府県の事務所等」欄の□に✓をしてください。

　事業税について、ご不明な点がございましたら、広島県の管轄県税事務所にお尋ねください。

　年末調整や所得税の確定申告などですでに添付又は提示をしている場合は、 この申告での添付又は提示は必要ありま
せん。
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（注）　次に該当する方は、上記の計算方法にかかわらず、市民税・県民税・森林環境税が非課税となります。
１　令和７年１月１日現在において、生活保護法の規定による生活扶助を受けている方
２　障害者、未成年者、寡婦又はひとり親で、令和６年中の合計所得金額が１３５万円以下の方
３　令和６年中の合計所得金額が次の計算式で求めた金額以下の方
　　３５万円×（同一生計配偶者＋扶養親族数＋１）＋１０万円＋２１万円
　　（同一生計配偶者及び扶養親族がいずれもいない方には、２１万円の加算はありません。）
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申告書１面の「３　所得から差し引かれる
金額に関する事項」の「㉗医療費控除」の
欄に転記します。
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